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世界を取り巻く水問題①
� 人類が利用可能である水は、地球上にある水の０．００
１%しか存在しない。[参考①]

� 全世界の一人当たりの水使用量は、２０２５年には２０００年
と比べて３割増加されると予想。[参考②]

� 近年、水質汚染も深刻化し、「資源」としての清浄な水は
減少。特に中国における水質汚染の被害は甚大。
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参考① 「地球の水資源のバランスシート」

海水等
９７.４７%
約１３.５１億km³

氷河等
１.７４%
約０.２４億

km³ 地下水等
０.７６%
約０.１１億

km³
河川、湖沼等
０.０１%

約０.００１億km³

淡水
２.５３%
約０.３５億
km³

地球上の水の量
約１３.８６億km³

人類が利用
できる淡水源

（注）１.World Water Resources at the Beginning of the ２１st Century ;UNESCO ,２００３をもとに国土交通省水資源部作成
２.この表には、南極大陸の地下水は含まれていない。

（出所）国土交通省土地・水資源局水資源部「平成２１年度版日本の水資源」
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参考② 「地域別取水量の推移」
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（出典）WORLD WATER RESOURCES AND THEIR USE a joint SHI/UNESCO project より経済産業省作成
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世界を取り巻く水問題②
� 水需要の増大&水質の悪化による水資源の減少といった
「量」と「質」の両面から水問題が顕在化。

� この問題は、水へのアクセス改善だけでは解決不可能
で、「革新的な水循環システムの構築」が必要。しかも、
水処理にかかる需給の隙間はたくさん存在する。
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水ビジネスとは？
� 水に関係する事業の総称。

� 事業領域としては、上水、工業用水、農業用水等の水供
給、造水（海水淡水化等）、下排水処理、再生水等に加
え、流域・水域の環境保全など。

� 業態別としては、調査・計画、水処理膜等の素材供給、
プラント建設、エンジニアリング、施設の維持管理・運
営、分析業務など。
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水ビジネス市場
� 人口増加、経済発展、工業化の進展などにより、業界規
模は２０２５年には約８７兆円（２００７年は約３６兆円）にまで
成長すると予想。[参考③]

� 伝統的な上下水道分野が市場の太宗（２０２５年：８５%）を

占め、水循環技術の活用分野は小さい（２０２５年：１５％）
が、今後急速に市場の中で成長する分野として注目。
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参考③ 「世界の水ビジネス市場の地域別成長見通し」
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（兆円）
「「「「今後今後今後今後のののの市場成長率市場成長率市場成長率市場成長率」」」」

●市場の高成長（年５%以
上）が見込まれる地域

南アジア: １０.６%
中東・北アフリカ: １０.５%

●特に市場規模が大きく、
その成長が見込まれる国

中国: １０.７%
サウジアラビア: １５.７%
インド: １１.７%

9

世界企業について
� ヴェオリア（仏）、スエズ（仏）などの水メジャーは、事業の
一元管理能力と長期に亘るリスク管理能力が強く、この２
社で民営水道の７割を占める。

� しかし、水メジャーの市場シェアは２００１年の７割をピーク
に、２００９年は３割強まで減少。[参考④]

� 近年は、シンガポールのハイフラックス、韓国の斗山等の
新興企業や現地企業が躍進。
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参考④ 「世界の民営化市場と同市場に占める

主要各社のシェア」
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日本企業について
� 「部品」は機器メーカー、「設計・調達・建設」はエンジニア
リング企業、「運営・管理」は商社等、といったように事業
分野毎に企業が異なる。

� 日本企業は出資としての参加や、サブ・コントラクター

としての機器納入・EPC（Engineering Procurement 
Construction）が主体。
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日本企業の強み&弱み
＜強み＞

１.水処理膜の分野、超純水製造、ポンプ、配管等の分野に
競争力のある技術力。

２.耐震技術、漏水防止の技術、下水再生利用等の「省水」
の分野の高度な技術力。

＜弱み＞

１.長期的に公営事業として実施のため、水事業の運営・管
理にかかる経験不足。

２.国際的に競争力のある価格を提示するための低コスト
化。
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業界の方向性・ビジョン①
＜ボリュームゾーン（上下水道分野）への展開＞

� 市場の太宗を占める上下水道分野で事業権を確保。

� 他インフラ開発事業、中東地域における事業等とのパッ
ケージ受注。

� プライム・コントラクターとして事業権を確保、「運営・管
理」を含む事業の一元管理できる企業の創出、コスト競
争力の強化。
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業界の方向性・ビジョン②
[事業権確保に向けた３類型]

ⅰ)ジョイント・ベンチャー

国内・海外企業が共同で、現地に事業会社を設立。

ⅱ)M&A

国内企業が水事業の運営などできる海外企業を買
収。

ⅲ)買収

国内企業が地方公共団体から上下水道事業の受
託による運営・管理経験の取得、地方公共団体の出
資・人材派遣等による直接的な事業参画。
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業界の方向性・ビジョン③
＜成長ゾーン（造水・工業用水・再生水）への展開＞

� 市場全体に占めるシェアは小さいが、日本が優位な水循
環技術の活用が必要な分野。

� 将来的な水処理ニーズに対応したコア技術を握る。

＜優先して取り組むべき地域・国＞

� 中国、ＡＳＥＡＮ、インド、中東・北アフリカが中心となる。
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ヴェオリア Veolia Waterの概要

地域別売上地域別売上地域別売上地域別売上シェアシェアシェアシェア（（（（２００８２００８２００８２００８））））

フランス
４３.９０%

欧州(フラ
ンス除く),
２９.５０%
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ヴェオリア Veolia Water

アジア・大洋州
１０.６０%

インド等 ９.９０%

米州 ６.１０%
＜２００８年末データ＞
給水人口:８,０５０万人
浄水施設:５,１７６箇所
下水道利用人口５,８５３万人
従業員数:９３,４３３人
売上高:１２５億ユーロ
営業利益:１２億ユーロ

【事業概要】
１８５３年、パリ・リヨンの水道供給会社としてジェネラル・デ・ソーが設立。その後、
様々な事業へと進出してコングロマリットに成長し、１９９８年Vivendiに社名を改
称。２００２年にVivendiから独立、Veolia Environmentに社名を改称し、その下で
Veolia Waterが事業を展開している。

(出典)Suez Environment, Velia Waterホームページ

スエズ Suez Environmentの概要

18

スエズ Suez Environment
【事業概要】

１８８０年、リヨネーズ・デ・ソーとして、フランス・カンヌにおける上水道事業を
開始。１９１９年、廃棄物収集事業に参入、１９８４年にエジプトに浄水場を建
設。１９９７年、Compagnie financiere de Suezと合併、２００１年、Suez 
Environmentに社名を改称。

＜２０１０年末データ＞
資本金:６６.２億ユーロ
従業員数:６５,４００人
売上高:１３９億ユーロ
営業利益:１２.２億ユーロ

地域別売上地域別売上地域別売上地域別売上シェアシェアシェアシェア（（（（２０１０２０１０２０１０２０１０））））

北米 ６%

オセアニア ６%

欧州 ７３%

その他 １５％

東レ TORAYの概要
東レ TORAY
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【事業概要】
大正５年(１９２６年)１月に設立。当時、独自の技術により

繊維事業を開始。その後、米国デュポン社と技術提携などを行ってきた。
現在は、プラスチック・ケミカル事業、環境・エンジニアリング事業などの事
業分野にも展開している総合化学企業集団。

＜２０１０年末データ＞
資本金:１,４７８億円
従業員数:６,９１５名
連結従業員数:３１,０２１名
連結売上高:１３,５９６億円
連結営業利益:４０１億円

日本

７１%

アジア

２１%

地域別地域別地域別地域別売上売上売上売上シェアシェアシェアシェア(２０１０２０１０２０１０２０１０)

欧米８％

旭化成の概要
旭化成
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【事業概要】
１９３１年(昭和６年)５月に設立。創業者野口遵(したがう)が延岡で世界初

のカザレー式アンモニアの合成化に成功したのを機に始まった。その
後、１９６０年に発売された「サランラップ」によって知名度は一躍、全国区
になった。現在では、ケミカル、住宅、医薬・医療、繊維などといった分野
にも展開している企業。

＜２０１０年末データ＞
資本金:１,０３３億円
連結従業員数:２５,０８５人
連結売上高:１５,４１４億円
連結営業利益:９４５億円

地域別売上地域別売上地域別売上地域別売上シェアシェアシェアシェア(２０１０２０１０２０１０２０１０)

東アジア
１５％

その他 １０％

日本 ７５％
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ハイフラックス Hyfluxの概要
ハイフラックス Hyflux
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【事業概要】

１９８９年に設立。創設当時のハイフラックスは、ろ過装置などの水処理シス
テム販売商社であったが、２００１年にシンガポール政府から、下水を処理
し、工業用水や飲料水として再利用する「ニューウォーター」プラント第一号
を受注することに成功。その後、脱塩処理施設の稼動により、シンガポール
の水の供給の３５%を賄っている。

＜２０１０年末データ＞
資本金:４.２６億Ｓドル
従業員数:約２,３００人
売上高:５.６９億Ｓドル
営業利益:１.１８億Ｓドル

地域別売上高地域別売上高地域別売上高地域別売上高シェアシェアシェアシェア

MENA ６１％
中国 ２６％

その他
１３％

各社の資産・売上高(億円)
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各社の自己資本利益率(%)
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各社の総資産利益率(%)
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政策的対応①
＜政策対話の実施＞

� 「水政策対話の設置」、関係の強化。

＜官民連携等＞

� 「公益的法人(三セク等)派遣制度の適用明確化」。

� 国内市場における「PPP・PFI制度の活用」の推進。 等

＜技術開発・実証＞

� 「革新的な要素技術開発」。

� 「新たな水循環モデルの開発・実証」の強化。[参考⑤]
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参考⑤ 「主要採択プロジェクト」

主主主主なななな採択採択採択採択プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト 事業概要事業概要事業概要事業概要

新規造水システム事業
（北九州・周南）

海水淡水化と下水再利用の統合によ
る低コスト・低動力の新規造水システ
ムの開発・実証

分散型水資源供給システム事業（豪） 集中降雨や生活排水を有効活用する
分散型・省エネ型水循環システムの
開発・実証

小規模分散型循環企業（UAE） 建設や移設が容易なコンテナ式プラ
ントを設置し、排水処理と再生水供給
を行う小規模分散型水循環システム
の開発・実証

※上記の他、中国（３）、越(２)、中東(１)、中南米（１）の計１０件実施。 28
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政策的対応②
＜コンソーシアム形成支援＞

� 「コンソーシアム(実施体制)の構築」の支援。

� 「他インフラ事業等と横断的に連携・パッケージ化」。

＜人材育成＞

� 「官民一体型の人材育成ツールの構築」。

� 海外研修生の有効活用。[参考⑥]

29

参考⑥ 「政府間・民間ベースの人材育成ツールの概要」

概要概要概要概要 ２００８２００８２００８２００８年実績年実績年実績年実績

研修員受入・専門
家派遣事業
（JICA）

開発途上国からの要請に基づく政府間
ベースでの研修員受入事業及び開発途
上国の協力現場に専門家を派遣し、同
国の行政官や技術者に対する技術、制
度開発等の支援を実施。

研修員受入
36,319名

専門家派遣
4,597名

経済産業人材育
成支援研修事業
(経済産業省)

開発途上国から民間ベースで受け入れ
る産業技術者に対する本邦研修事業及
び開発途上国の現地技術者に対する海
外研修事業を実施し、同国の産業人材
育成を実施。

受入研修
4,245名

海外研修
3,369名
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政策的対応③
＜政策金融支援の重点化＞

� 「政策金融ツールの拡充・強化」。

・途上国通貨建て融資の取扱対象通貨の拡張（ＪＢＩＣ）

・長期投資に係る先進国向け融資の実施検討（ＪＢＩＣ）

・政策金融の重点化によるプロジェクトリスク軽減

（ＪＢＩＣ、ＮＥＸＩ、産業革新機構） 等

＜標準化＞

� 「国際標準化」（官民一体となった体制整備）。

31

整理・要約①
� 以上より、日本企業の技術力は、世界でもトップクラスで
あるが、新興国企業の台頭、地方自治体による運営・管
理技術独占というのが現状である。

したがって、

が必要となる。

32
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� 日本は、技術&経験により多様なニーズに対応できるの

で積極的な事業展開を通じた市場の獲得が期待ができ
が、あくまでも各国の水関連産業が競うのは「民営化され
た水ビジネス市場」であることに注意。

以上のことを踏まえて、日本は、

が必要である。

整理・要約②

33
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